
既存源泉保護に関する事前影響調査指導の運用基準 

 

平成１４年７月１日 環境保全課 

 

 この運用基準は、神奈川県温泉保護対策要綱（昭和４２年９月１日施行）に

定める温泉準保護地域に指定されている地域等において、地盤の掘削を伴う建

築行為をする場合、温泉への影響がない工法を採用した工事を実施してもらう

ために行う周辺源泉への事前影響調査について、その指導内容を定めるもので

す。 

 

１ 適用地域 

 ⑴ 温泉準保護地域内（条例） 

 ⑵ 温泉準保護地域の隣接地（協議） 

 ⑶ 既存源泉から１５０メートル以内（協議） 

 

２ 適用建築物 

 ⑴ 秦野市まちづくり条例施行規則（平成１２年秦野市規則第１３号。）第２

条第１項第７号に規定する中高層建築物（条例） 

 ⑵ 地盤の掘削（主にくい基礎）を伴う建築物（協議） 

 

３ 詳細な事前影響調査を必要とする建築物（協議） 

 ⑴ 都市計画法（昭和４３年法律第１００号。）第２９条第１項に該当する場

合 

 ⑵ 地盤の掘削が温泉の帯水層に達すると見込まれる場合 

 ⑶ 既存源泉に隣接し、高低差も少ない場合 

 ⑷ 多量に地下水の揚水を伴う工事をする場合 

 ⑸ 既存源泉保護協議において必要と認められる場合 

 

４ 軽易な事前影響調査を必要とする建築物（協議） 

  前記３以外の場合 

 



県(本庁・保健所・温地研)・市 

源泉保護指導の流れ 

H14.7.1 環境保全課 
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源泉影響調査の実施 

源泉影響調査の報告 

念書に基づく
モニタリング 

モニタリング
結果の報告 

既存源泉 
影響なし 

意見照会 

源泉保護協議 

念書の提出 

 
県知事：温泉法に基づく

措置命令 
念書に基づく補償 

既存源泉影響あり 

 
県知事：温泉法に基づく

措置命令 
念書に基づく補償 

既存源泉影響あり 
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指導 

秦野市まちづくり条例 
第３３条第１項(10) 

秦野市まちづくり条例
施行規則 

第４２条第１項(5) 

温泉準保護地域内及び
隣接地、又は既存源泉か
ら１５０ｍ以内 

まちづくり条例施行規則第
４２条第１項(5)の中高層建
築物：商業地域・工業専用地
域 15ｍ以上（その他の用途地
域 10ｍ以上） 

浅い地盤掘削 



 
１ 地点 

源泉保護協議で指定する周辺源泉 
 

２ 期間 
源泉保護協議で指定する期間 
(例：地盤を掘削する工事の着工１か月前から基礎工事終了（埋め戻し）後６

か月を経過する日まで＝大規模な建築計画の場合） 
 
３ 項目 

・ 水位（静水位やむを得ないときは動水位） 
・ 水温、電気伝導度 
・ 毎分当たりの温泉自噴量 
・ 降水量・気温（開発区域内） 
・ 水質（塩素イオン・硫酸イオン・重炭酸イオン・カルシウムイオン・ナト

リウムイオン・カリウムイオン・マグネシウムイオン・ｐH・電気伝導度） 
⇒地盤を掘削する工事の着工前、工事中、終了後の３回実施 

 

源泉影響調査及びモニタリングの調査項目例 

 

※ 建築物の規模及び位置により、内容は異なります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 建築物の規模及び位置により、内容は異なります。 

 
１ 既存地質資料の収集整理 

・ 地質文献資料 
・ 温泉文献資料（温泉・泉質等） 
・ 水理文献資料（地下水・水質等） 

 
２ 現地調査（大規模な建築計画の場合） 

・ 周辺源泉調査 
・ 調査ボーリング⇒温泉準保護地域内：事前に県（保健所）と協議 

（水理地質構造・水理定数・Ｎ値等） 
・ 電気・温度検層 
・ 現場透水試験 
・ 多点温度検層 
・ 流行・流速測定 
・ 土質試験 

 
３ 総合解析 

・ 水理地質構造 
・ 地下水位分布（地下水頭分布） 
・ 地下水流動方向 
・ 基礎工法等の整理（工事地点・工法・深度等） 
・ 工事による周辺源泉への影響予測 
・ 工事中の止水策 

 
※ 小規模な建築物（３階建て程度）については、地盤調査をもとに周辺源泉への

影響予測を踏まえ、影響を与えない工法を検討し、地下水・温泉の湧出に対する
止水策を盛り込んだ報告書によって協議する。 

事前源泉影響調査 

モニタリング



事前既存源泉影響調査報告書（概要） 

 

１ 基本事項 

 ⑴ 件名 

 ⑵ 計画地（案内図） 

 ⑶ 目的 

 ⑷ 調査担当 等 

２ 地盤ボーリング結果 

  地質構造・帯水層の把握・柱状図 等 

３ 計画建物基礎の検討 

 ⑴ 基礎工法の検討 

 ⑵ 杭長・本数の検討 等  

※源泉への影響を与えないとする理由を明確にすること。 

４ 既存源泉への影響要因に関する検討 

  地盤を掘削する工事が、源泉へ影響を及ぼす場合の要因について整理し、

本工事計画について検討する。 

５ 影響評価と対策 

  調査データに基づいて、本工事計画の既存源泉に与える影響の評価及び湧

水が生じた場合の止水策等の対策について総括する。 

６ 添付資料 

 ⑴ 基礎資料 

 ⑵ ボーリングデータ 

 ⑶ 基礎平面図 

 ⑷ 根切り断面図 

 ⑸ 工法の説明資料 
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